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平成３０年度普通交付税の交付額の決定 

 

７月２４日に閣議報告の上、平成３０年度普通交付税額が決定されました。鳥取県分については次のとお

りです。 

 

１ 本県の決定額                               （単位：千円、％） 

 

区 分 

普通交付税決定額 普通交付税決定額＋臨時財政対策債（※）発行可能額 

30 年度 

A 

29 年度 

B 

増減額 

C(=A-B) 

増減率 

D(=C/B) 

30 年度 

E 

29 年度 

F 

増減額 

G(=E-F) 

増減率 

H(=G/F) 

市 分 37,803,662 38,684,036 ▲880,374 ▲2.3 44,292,289 45,081,624 ▲789,335 ▲1.8 

町村分 41,224,481 42,059,193 ▲834,712 ▲2.0 43,865,106 44,821,536 ▲956,430 ▲2.1 

計 79,028,143 80,743,229 ▲1,715,086 ▲2.1 88,157,395 89,903,160 ▲1,745,765 ▲1.9 

県 分 130,173,971 133,852,929 ▲ 3,678,958 ▲ 2.7 145,211,392 150,215,873 ▲ 5,004,481 ▲ 3.3 

※ 臨時財政対策債：地方一般財源の不足に対処するための特例地方債（後年度の普通交付税で全額措置） 

 

２ 平成３０年度普通交付税交付決定の状況（鳥取県内市町村・県） 

【市町村分】 

○普通交付税の算定において、臨時財政対策債を含めた実質的な普通交付税は８８２億円となり、前年

度に対して▲１７．５億円となった。前年度との比較においては全国値▲２．５％に対して、本県は

▲１．９％となった。 

  ○今年度より中核市に移行した鳥取市については、保健所や連携中枢都市圏に係る経費（保健衛生費、

地域振興費等 合計８．６億円）が新たに算定されることに伴い、前年度に対して増（＋１．６億円、

＋０．７％）となった。 

○団体別では、前年度対比で４団体が増加、１５団体が減少した。 

 

 

 

 

 

 

【県分】 

  ○普通交付税の算定において、臨時財政対策債を含めた実質的な普通交付税は、１，４５２億円となり、

前年度に対して▲５０．０億円となった。前年度との比較においては全国値▲１．３％に対して、本

県は▲３．３％となった。 

  ○普通交付税額は１，３０２億円となり、前年度に対して▲３６．８億円となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 普通交付税の交付時期 

毎年４、６、９、１１月に交付（４、６月分は前年度交付額に基づき概算交付済み） 

■県分の増減理由 ※ただし、臨時財政対策債発行可能額を加えたもので前年度と比較 

・基準財政需要額の減 ▲２４．１億円  平成 30 年度地方財政計画における歳出特別枠の廃止（▲14.7 億円）、 

                      中核市への事務移譲による減（▲4.8 億円）、 

包括算定経費の減（▲9.2 億円） 

             

・基準財政収入額の増 ＋２５．７億円  法人事業税の増（+17.2 億円）、地方消費税の増（+4.0 億円）、 

道府県民税所得割の増（+2.0 億円）、不動産取得税の増（+1.1 億円）、 

自動車取得税の増（+0.5 億円） 

■増減率の大きい団体（市町村分）※ただし、臨時財政対策債発行可能額を加えたもので前年度と比較 

・ 日吉津村   7.8％： 社会福祉費の増、高齢者福祉費の増等 

・ 米子市   ▲7.0％： 包括算定経費の減、地方消費税交付金の増等 

・ 江府町   ▲5.6％： 地域経済・雇用対策費の減、固定資産税の増等 

・ 大山町   ▲5.2％： 地域経済・雇用対策費の減、固定資産税の増等 



（参考） 

【市町村別普通交付税額】
（単位：千円、％）

（参考）

区　　分 ３０年度 ２９年度 増　減　額 増減率 ３０年度 ２９年度 増　減　額 増減率

（当初算定） （当初算定）

A B C(=A-B) D(=C/B) E Ｆ G(=E-F) H(=G/F)

鳥 取 市 20,854,057 20,836,047 18,010 0.1% 24,102,625 23,945,710 156,915 0.7% 3,248,568

米 子 市 7,779,246 8,474,982 △ 695,736 △8.2% 9,832,495 10,577,187 △ 744,692 △7.0% 2,053,249

倉 吉 市 6,401,144 6,547,422 △ 146,278 △2.2% 7,124,627 7,280,231 △ 155,604 △2.1% 723,483

境 港 市 2,769,215 2,825,585 △ 56,370 △2.0% 3,232,542 3,278,496 △ 45,954 △1.4% 463,327

岩 美 町 2,736,405 2,650,012 86,393 3.3% 2,923,935 2,836,617 87,318 3.1% 187,530

若 桜 町 1,727,817 1,740,866 △ 13,049 △0.7% 1,806,155 1,821,577 △ 15,422 △0.8% 78,338

智 頭 町 2,551,110 2,505,419 45,691 1.8% 2,695,154 2,650,493 44,661 1.7% 144,044

八 頭 町 4,875,129 4,953,655 △ 78,526 △1.6% 5,144,144 5,236,657 △ 92,513 △1.8% 269,015

三 朝 町 1,957,350 1,967,437 △ 10,087 △0.5% 2,075,670 2,089,527 △ 13,857 △0.7% 118,320

湯梨浜町 4,015,573 4,096,586 △ 81,013 △2.0% 4,266,615 4,352,801 △ 86,186 △2.0% 251,042

琴 浦 町 3,837,149 4,032,231 △ 195,082 △4.8% 4,116,254 4,333,598 △ 217,344 △5.0% 279,105

北 栄 町 3,416,615 3,526,700 △ 110,085 △3.1% 3,650,124 3,774,217 △ 124,093 △3.3% 233,509

日吉津村 386,473 345,464 41,009 11.9% 515,330 478,248 37,082 7.8% 128,857

大 山 町 4,522,581 4,762,948 △ 240,367 △5.0% 4,784,496 5,046,104 △ 261,608 △5.2% 261,915

南 部 町 2,896,478 2,962,335 △ 65,857 △2.2% 3,074,633 3,147,638 △ 73,005 △2.3% 178,155

伯 耆 町 3,112,645 3,106,335 6,310 0.2% 3,328,049 3,331,961 △ 3,912 △0.1% 215,404

日 南 町 2,508,159 2,600,638 △ 92,479 △3.6% 2,628,770 2,724,920 △ 96,150 △3.5% 120,611

日 野 町 1,559,945 1,624,211 △ 64,266 △4.0% 1,641,465 1,711,199 △ 69,734 △4.1% 81,520

江 府 町 1,121,052 1,184,356 △ 63,304 △5.3% 1,214,312 1,285,979 △ 71,667 △5.6% 93,260

都 市 計 37,803,662 38,684,036 △ 880,374 △2.3% 44,292,289 45,081,624 △ 789,335 △1.8% 6,488,627

町 村 計 41,224,481 42,059,193 △ 834,712 △2.0% 43,865,106 44,821,536 △ 956,430 △2.1% 2,640,625

県    計 79,028,143 80,743,229 △ 1,715,086 △2.1% 88,157,395 89,903,160 △ 1,745,765 △1.9% 9,129,252

県    分 130,173,971 133,852,929 △ 3,678,958 △2.7% 145,211,392 150,215,873 △ 5,004,481 △3.3% 15,037,421

普　　通　　交　　付　　税　　決　　定　　額 普通交付税決定額＋臨時財政対策債発行可能額

３０年度
臨時財政
対策債発
行可能額

（単位：億円、％）

（参考）

区　分
平成３０年度 平成２９年度

（当初算定）
増減額 増減率

平成３０年度 平成２９年度
（当初算定）

増減額 増減率

A B C(=A-B) D(=C/B) E F G(=E-F) H(=G/F)

市町村分 69,045 70,977 △ 1,932 △2.7% 87,057 89,254 △ 2,197 △2.5% 18,012

道府県分 81,435 82,524 △ 1,089 △1.3% 103,288 104,699 △ 1,411 △1.3% 21,853

計 150,480 153,501 △ 3,021 △2.0% 190,345 193,953 △ 3,608 △1.9% 39,865

＊表示単位未満四捨五入しているため、項目ごとの数値と合計は一致しない。

普通交付税決定額 普通交付税決定額＋臨時財政対策債発行可能額

【参考】全国の決定額

３０年度
臨時財政
対策債発
行可能額

 


